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市
の
財
政
は
皆
さ
ん
の
家
計
と

同
じ
で
す
。
限
り
あ
る
収
入
（
歳

入
）
を
、
で
き
る
だ
け
節
約
し
な

が
ら
、
必
要
な
と
こ
ろ
に
効
率
よ

く
支
出
（
歳
出
）
し
て
い
く
こ
と

を
心
掛
け
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
平
成
18
年
度
（
18
年

４
月
〜
19
年
３
月
）
宇
都
宮
市
の

普
通
（
※
１
）会
計
の
歳
入
と
歳
出
が
ま
と

ま
り
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

な
お
、
上
河
内
町
お
よ
び
河
内

町
と
の
合
併
に
伴
い
、
１
市
２
町

の
合
算
で
作
成
し
て
い
ま
す
。

歳
入
は
拡
大
「
国
庫
支
出

金
の
減
、
市
税
の
増
」

歳
入
は
約
１
７
０
９
億
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
て
約
46
億
円

（
2.8
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

歳
入
の
主
な
増
減
理
由
に
つ
い

て
は
、
次
の
通
り
で
す
。

■
市
税
収
入
の
増
加

税
制
改
正

や
企
業
の
業
績
好
調
に
よ
る
市
民

税
な
ど
の
増
加
（
前
年
度
と
比
べ

て
約
40
億
円
、
4.6
％
増
加
）。

■
地
方
譲
与
税
の
増
加

「
三
位

一
体
の
改
革
」
に
伴
う
、
税
源
移

譲
に
よ
る
増
加
（
前
年
度
と
比
べ

て
約
16
億
円
、
46.5
％
増
加
）。

■
諸
収
入
の
増
加

合
併
に
伴
い

２
町
の
決
算
剰
余
金
や
基
金
を
引

き
継
い
だ
こ
と
に
よ
る
増
加
（
前

年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円
、
6.1
％

増
加
）。

■
国
庫
支
出
金
の
減
少

「
三
位

一
体
の
改
革
」
に
伴
う
、
児
童
扶

養
手
当
負
担
金
や
児
童
手
当
負
担

金
の
負
担
率
引
き
下
げ
な
ど
に
よ

る
減
少
（
前
年
度
と
比
べ
て
約
13

億
円
、
6.5
％
減
少
）。

■
市
債
の
減
少

臨
時

（
※
２
）
財
政
対
策

債
の
発
行
を
見
合
わ
せ
た
こ
と
な

ど
に
よ
る
減
少
（
前
年
度
と
比
べ

て
約
10
億
円
、
11.3
％
減
少
）。

歳
出
は
や
や
拡
大
「
投
資
的
経

費
の
減
、
義
務
的
経
費
の
増
」

歳
出
は
約
１
５
９
６
億
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
て
約
１
億
円

（
0.1
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

歳
出
の
主
な
増
減
理
由
に
つ
い

て
は
、
次
の
通
り
で
す
。

■
義
務
的
経
費
の
増
加

児
童
手

当
の
支
給
対
象
年
齢
拡
大
な
ど
に

よ
る
増
加
（
前
年
度
と
比
べ
て
約

４
億
円
、
0.5
％
増
加
）。

■
投
資
的
経
費
の
減
少

（
仮
）

東
消
防
署
建
設
事
業
な
ど
の
着
手

の
一
方
、
宇
都
宮
城
址
公
園
整
備

事
業
の
完
了
な
ど
に
よ
る
減
少

（
前
年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円
、

2.3
％
減
少
）。

歳
入
歳
出
の
差
引
額
は
約
112

億
円
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き

財
源
は
約
28
億
円
で
、
こ
れ
を
差

し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
約
84
億

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

人
間
力
の
向
上
、
活
気
と
に
ぎ
わ

い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進

こ
れ
ま
で
に
引
き
続
き
、
特
色

あ
る
地
域
づ
く
り
の
推
進
や
防
犯

対
策
事
業
の
充
実
な
ど
、
市
民
協

働
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
と

と
も
に
、
確
か
な
学
力
育
成
推
進

事
業
な
ど
、
教
育
環
境
の
充
実
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

ま
た
、
新
規
拡
充
事
業
と
し
て
、

食
育
の
推
進
、
５
歳
児
発
達
相
談

事
業
の
実
施
な
ど
、
子
育
て
環
境

の
整
備
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

オ
リ
オ
ン
市
民
広
場
の
整
備
や
、

企
業
立
地
な
ど
の
促
進
、
JR
宇
都

宮
駅
東
口
地
区
の
東
西
自
由
通
路

本
文
中
に
費
用
な
ど
の
記
載
が
な
い
も
の
は
、
原
則
と
し
て
無
料
。�

＝
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 会　計　名� 歳　　入 歳　　出� 差　引　額�

平成１8年度決算�市民１人当たりにおける使われ方�
（普通会計）�

※計算に使用した人口は、平成19年3月31日
現在の50万8,005人（外国人を含む）です。�

合計　31万4,263円�

性質別� 目的別�

人件費�
64,422円�

公債費�
34,200円�

扶助費�
47,320円�

貸付金 18,764円�

その他�
66,282円�

補助費など�
20,249円�

維持修繕費 5,347円�

県営事業負担金など�
1,033円�

普通建設事業費�
56,646円�

民生費�
82,593円�

土木費�
66,258円�

教育費�
32,763円�

衛生費�
27,073円�

総務費�
37,429円�

商工費 16,398円�

農林水産業費 5,186円�
その他 2,616円�

消防費�
9,747円�

公債費�
34,200円�

企
　
業
　
会
　
計�

特
　
別
　
会
　
計�

特
　
別
　
会
　
計�

一般会計�

　母子寡婦福祉資金貸付事業�

　老人保健�

　都市開発資金事業�

　土地区画整理事業�

　育英事業�

　繰入・繰出金の重複など�

普　通　会　計　合　計�

　国民健康保険�

　介護保険�

　農業集落排水事業�

　競輪�

　駐車場�

　土地取得事業�

特別会計（普通会計分除く）合計�

　水道事業�

�

　下水道事業�

�

　中央卸売市場事業�

�

企　業　会　計　合　計�

収益的収支�

資本的収支�

収益的収支�

資本的収支�

収益的収支�

資本的収支�

1,724億4,125万円

1億5,523万円

316億3,603万円

11億4,481万円

66億  494万円

2億5,903万円

△ 413億6,648万円

1,708億7,481万円

424億2,186万円

188億3,937万円

6億6,517万円

298億5,475万円

3億5,320万円

6億8,746万円

928億2,181万円

117億3,698万円

24億1,867万円

116億7,177万円

69億3,626万円

6億9,587万円

8,010万円

335億3,965万円

1,619億4,430万円

1億3,085万円

316億3,603万円

11億4,481万円

58億9,979万円

2億5,781万円

△ 413億6,648万円

1,596億4,711万円

421億6,689万円

180億9,506万円

6億6,484万円

296億1,439万円

3億5,254万円

6億8,746万円

915億8,118万円

99億4,370万円

70億3,278万円

109億4,376万円

112億6,521万円

6億5,017万円

1億9,112万円

400億2,674万円

104億9,695万円

2,438万円

0円

0円

7億  515万円

122万円

－

112億2,770万円

2億5,497万円

7億4,431万円

33万円

2億4,036万円

66万円

0円

12億4,063万円

17億9,328万円

△ 46億1,411万円

7億2,801万円

△ 43億2,895万円

4,570万円

△ 1億1,102万円

△ 64億8,709万円

＊企業会計の資本的収支での不足額（△で表示）については、収益的収支での利益や積立金などで補いました。�
＊表示単位未満を四捨五入の関係で合計額と合わない個所があります。�
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③
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整
備
に
着
手
す
る
な
ど
、
に
ぎ
わ

い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し

ま
し
た
。

市
で
は
、
将
来
の
市
の
歳
入
と

歳
出
の
見
通
し
か
ら
予
想
さ
れ
る

財
政
運
営
上
の
課
題
を
明
ら
か
に

し
、
今
後
の
財
政
を
健
全
に
運
営

し
て
い
く
た
め
に
、「
中
期
財
政

計
画
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。
今

年
度
策
定
し
た
平
成
20
〜
24
年
度

の
計
画
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

計
画
策
定
の
基
本
的
な

考
え
方

市
町
合
併
や
、
国
の
「
三
位
一

体
の
改
革
」
に
よ
る
税
源
移
譲
な

ど
、
本
市
を
取
り
巻
く
社
会
情
勢

が
大
き
く
変
化
し
た
こ
と
か
ら
、

「
宇
都
宮
市
財
政
運
営
の
指
針
」

（
平
成
15
年
度
策
定
）
に
お
け
る

目
標
と
す
る
財
政
指
標
の
見
直
し

を
行
い
、
そ
れ
ら
を
基
本
と
し
て

策
定
し
ま
し
た
。

■
目
標
と
す
る
財
政
指
標

▽
経
常

（
※
５
）
収
支
比
率
80
％
台
を
目
指

す
。

▽
公
債

（
※
６
）
費
負
担
比
率
15
％
以
内
を

目
指
す
。

▽
市
債
残
高
は
、
１
０
０
０
億
円

以
内
を
目
指
す
。

▽
基
金
の
造
成
、
適
正
管
理
を
行

う
。

▽
職
員
の
適
正
化
を
図
る
。

歳
入
・
歳
出
の
試
算
結
果

歳
入
に
つ
い
て
は
、
景
気
回
復

に
伴
い
、
市
税
が
緩
や
か
に
増
加

す
る
も
の
の
、
地
方
特
例
交
付
金

の
う
ち
、
減
税
補
て
ん
分
が
平
成

21
年
度
を
も
っ
て
廃
止
と
な
る
こ

と
な
ど
か
ら
、
そ
の
他
の
歳
入
が

減
少
し
ま
す
。
歳
出
に
つ
い
て
は
、

生
活
保
護
費
な
ど
の
消
費
的
経
費

が
増
加
す
る
こ
と
か
ら
、
収
支
の

均
衡
を
図
る
た
め
、
投
資
的
経
費

は
減
少
し
ま
す
。
よ
っ
て
、
計
画

期
間
中
の
平
均
伸
び
率
は
、
歳
入

歳
出
と
も
0.1
％
の
増
加
と
な
り
ま

し
た
（
表
z
参
照
）。

収
支
試
算
の
課
題
と
財
政
運
営

健
全
性
確
保
の
た
め
の
方
策

収
支
試
算
に
お
い
て
、
経
常
収

支
比
率
な
ど
の
財
政
指
標
は
、
お

お
む
ね
目
標
値
を
確
保
し
て
い
ま

す
が
、
更
な
る
健
全
化
を
目
指
し
、

収
入
率
の
向
上
な
ど
財
政
運
営
の

健
全
性
確
保
の
た
め
の
方
策
に
取

り
組
み
ま
す
（
表
x
参
照
）。

用

語

解

説

※
１
普
通
会
計
　
地
方
公
共
団
体

の
会
計
は
、
各
会
計
で
経
理
す
る

事
業
の
範
囲
が
地
方
公
共
団
体
ご

と
に
異
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

各
地
方
公
共
団
体
の
財
政
比
較
を

統
一
的
な
基
準
で
比
較
で
き
る
よ

う
に
し
た
統
計
上
の
会
計
区
分
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
一
部
を

合
算
し
会
計
間
の
重
複
な
ど
を
控

除
し
た
も
の
。

※
２
臨
時
財
政
対
策
債
　
地
方
財

源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
、
平

成
13
年
度
か
ら
国
に
代
わ
っ
て
発

行
し
て
い
る
市
債
。

※
３
投
資
的
経
費
　
道
路
、
公
園
、

学
校
の
建
設
な
ど
社
会
資
本
の
整

備
に
要
す
る
経
費
。

※
４
義
務
的
経
費
　
生
活
保
護
な

ど
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
任
意
に

削
減
で
き
な
い
経
費
。

※
５
経
常
収
支
比
率
　
財
政
の
弾

力
性
を
示
す
指
標
。
市
税
な
ど
一

般
財
源
の
う
ち
、
人
件
費
、
扶
助

費
、
公
債
費
な
ど
に
使
わ
れ
る
一

般
財
源
の
割
合
（
一
般
的
に
70
〜

80
％
が
妥
当
と
い
わ
れ
て
い
る
）。

※
６
公
債
費
負
担
比
率
　
財
政
の

健
全
性
の
指
標
。
公
債
費
（
市
債

の
元
利
償
還
金
）
の
一
般
財
源
に

占
め
る
割
合
（
一
般
的
に
15
％
が

警
戒
ラ
イ
ン
と
い
わ
れ
て
い
る
）。

◎宇都宮市の財政事情について詳しくは、財政課1(632)2063、 u2110@city.utsunomiya.tochigi.jpへ。
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中
期
財
政
計
画
を�

お
知
ら
せ
し
ま
す�

歳 入�

歳 出�

区　分�

市税�

その他�

合計�

消費的経費�

投資的経費�

合計�

19年度�

960

683

1,643

1,410

233

1,643

86.1

14.8

20年度�

976

656

1,632

1,409

223

1,632

85.8

15.0

21年度

976

686

1,662

1,417

245

1,662

86.0

14.9

22年度

988

747

1,735

1,435

300

1,735

86.0

14.2

23年度

1,002

659

1,661

1,438

223

1,661

84.5

14.4

24年度

997

656

1,653

1,436

217

1,653

84.5

13.8

平均伸び率

0.8％

△0.8％

0.1％

0.4％

△1.4％

0.1％

経常収支比率（％）�

公債費負担比率（％）�
※５�

※６�

（億円）�

※△は減を表します。�

z一般会計収支試算表

収支試算における課題�
１ 自主財源の確保�
�
�
�
２ 消費的経費の抑制�
�
�
�
３ 投資的経費の確保�
�
�
�
�
�
４ 基金の適正管理�

財政運営の健全性確保のための方策�
ア  収入率の向上�
イ  財源の充実・強化�
ウ  未利用地の売り払い�
エ  受益者負担の適正化�
ア  外部委託・指定管理者制度の推進�
イ  補助金の整理・合理化�
ウ  定員管理、給与水準の適正化�
エ  もったいない運動の推進�
ア  公共建築物の長寿命化�
イ  公共施設などの有効活用�
ウ  公共事業の重点化�
エ  国県支出金の積極的な導入�
オ  財政指標や残高に留意した市債の有効活用�
カ  基金の計画的な活用�
ア  決算剰余金の活用による計画的な積み立て�
イ  計画的かつ有利な運用�

x収支試算における課題と財政運営の健全性確保のための方策

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500
（億円）�

（年度）�16 17 18 19 20 21 22 23 24

3,177 3,070

1,643

178

1,589

177

1,356 1,304

3,180 3,063

1,609

198

1,565

196

1,373 1,302

2,923

1,517

191

1,215

2,790

1,477

185

1,128

2,701

1,439

178

1,084

2,591

1,404

170

1,017

2,477

1,364

161

952

一般会計�
特別会計�
企業会計�

市債残高の推移


